




別紙様式２(添付書類１)

事業所の名称 サービス名

1 5 □ □ □ □ □ □ □ □
特別養護老人ホーム□
□

地域密着型介護老人福
祉施設

500,000 円 円

1 5 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ グループホーム◎◎
（介護予防）認知症対
応型共同生活介護

400,000 円 円

1 5 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
小規模多機能型居宅介
護▲▲

小規模多機能型居宅介
護

300,000 円 円

1 5 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
小規模多機能型居宅介
護▲▲

介護予防小規模多機能
型居宅介護

100,000 円 円

1 5 ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇
デイサービスセンター
◇◇

介護予防通所サービス 80,000 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

法　人　名 社会福祉法人　○○福祉会

550,000

長岡市

88,000

330,000

440,000

110,000

介護職員処遇改善計画書(指定権者内事業所一覧表)

賃金改善の見込額
介護職員処遇改善加算

見込額
介護保険事業所番号

① 他都道府県及び市区町村の指定を受けた複数の介護サービス事業所等について一括して届

出を行う場合、指定権者毎に作成の上、新潟県内の全ての指定権者分を提出してください。

② 総合事業のサービスについて、指定を受けた市町村毎に別紙様式２（添付書類１）を作成

してください。記載にあたっては、例えば長岡市に所在し定員19人以上の介護給付と通所型

サービスを一体的に実施している事業所の場合は、介護給付となる「通所介護」は指定権者

となる新潟県の一覧表に、総合事業の「介護予防通所サービス」は長岡市の一覧表にそれぞ

れ分けて記載してください。（長岡市に所在し定員18人以下の介護給付と通所型サービスを

一体的に実施している事業所は、長岡市の一覧表に「地域密着型通所介護」と「介護予防通

所サービス」をそれぞれ分けて記載してください。）

③ 介護予防給付を併せ持つサービスについては、上記の小規模多機能型居宅介護の記載例の

ようにそれぞれ記載しても、「（介護予防）認知症対応型共同生活介護」のように１行にま

※計画書を届け出る指定権者（都道府県又は市町村）毎に作成していますか。

なお、他都道府県分も含めた計画の場合、他都道府県分の別紙様式２（添付書類１）の

提出は不要です。

（新潟県内の全ての指定権者分を提出してください。）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

－ － 1,380,000 円 円

※　計画書を届け出る指定権者（都道府県又は市町村）毎に記載すること。

※　介護職員処遇改善加算見込額の合計及び賃金改善の見込額の合計は、別紙様式２（添付書類２）の当該指定権者における金額と一致

　　しなければならない。

合計

ページ数 　総ページ数

／

1,518,000

所サービス」をそれぞれ分けて記載してください。）

③ 介護予防給付を併せ持つサービスについては、上記の小規模多機能型居宅介護の記載例の

ようにそれぞれ記載しても、「（介護予防）認知症対応型共同生活介護」のように１行にま

とめて記載しても差し支えありません。

④ 複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う場合は、この別紙様式２（添付

書類１）の他、別紙様式２（添付書類２）及び別紙様式２（添付書類３）を作成する必要が

あります。

【確認ポイント】

※１ 総合事業を含む長岡市が所管する事業所・施設の事業所・施設名が全て記載されていますか。

※２ 長岡市に提出する際、長岡市が所管する事業所・施設の「体制届」が添付されていますか。

ああ(算定区分に変更があった場合に提出が必要)

※３ 前年度も届け出ている場合、前年度と同じ事業所・施設が記載されていますか。

※４ 前年度と届出事業所に増減がある場合、変更届を提出していましたか。

※５ 他都道府県や市区町村が所管する事業所・施設を一括して届け出る場合、全ての指定権者

分も作成していますか。また、それぞれの指定権者へも届け出ていますか。

別紙様式２（添付書類２）の

指定権者毎の見込額欄に記載

別紙様式２（添付書類２）の

指定権者毎の見込額欄に記載



円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

長岡市

□□市

1,380,000 1,518,000

1,000,000 1,200,000

別紙様式２(添付書類２)

介護職員処遇改善計画書(届出対象都道府県内一覧表)

法　人　名 社会福祉法人　○○福祉会

介護職員処遇改善加算の見込額 賃金改善の見込額
指定権者

（都道府県・
市町村）

新潟県

1,900,000 2,300,000新潟県

※都道府県毎に作成していますか。

なお、他都道府県分も含めた計画の場合、他都道府県分の別紙様式２（添付書類２）の

提出は不要です。（新潟県分のみを提出してください。）

① 都道府県毎に作成してください。

② 指定権者毎に記載してください。

③ 複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う場合は、この別紙様式２（添付

書類１）の他、別紙様式２（添付書類１）及び別紙様式２（添付書類３）を作成する必要が

あります。

【確認ポイント】

※ 別紙様式２（添付書類１）の指定権者毎の見込額の合計と合っていますか。

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※　介護職員処遇改善加算の見込額の合計及び賃金改善の見込額の合計は、別紙様式２（添付書類３）の当該指定権者における

　　金額と一致しなければならない。

／

4,280,000 5,018,000

ページ数　 総ページ数

合計

別紙様式２（添付書類３）の

都道府県の見込額欄に記載
別紙様式２（添付書類３）の

都道府県の見込額欄に記載



都道府県

北 海 道 円 円

青 森 県 円 円

岩 手 県 円 円

宮 城 県 円 円

秋 田 県 円 円

山 形 県 円 円

福 島 県 円 円

茨 城 県 円 円

栃 木 県 円 円

群 馬 県 円 円

埼 玉 県 円 円

千 葉 県 円 円

東 京 都 円 円

神奈川県 円 円

新 潟 県 円 円

富 山 県 円 円

石 川 県 円 円

福 井 県 円 円

山 梨 県 円 円

長 野 県 円 円

岐 阜 県 円 円

静 岡 県 円 円

5,018,0004,280,000

別紙様式２(添付書類３)

介護職員処遇改善計画書(都道府県状況一覧表)

法　人　名 社会福祉法人　○○福祉会

賃金改善の見込額介護職員処遇改善加算の見込額

別紙様式２（添付書類２）の

都道府県毎の見込額の合計

額と同額であればОＫ。

別紙様式２（添付書類２）の

都道府県毎の見込額の合計

額と同額であればОＫ。

複数介護サ ビス事業所等について 括して申請を行う場合は
静 岡 県 円 円

愛 知 県 円 円

三 重 県 円 円

滋 賀 県 円 円

京 都 府 円 円

大 阪 府 円 円

兵 庫 県 円 円

奈 良 県 円 円

和歌山県 円 円

鳥 取 県 円 円

島 根 県 円 円

岡 山 県 円 円

広 島 県 円 円

山 口 県 円 円

徳 島 県 円 円

香 川 県 円 円

愛 媛 県 円 円

高 知 県 円 円

福 岡 県 円 円

佐 賀 県 円 円

長 崎 県 円 円

熊 本 県 円 円

大 分 県 円 円

宮 崎 県 円 円

鹿児島県 円 円

沖 縄 県 円 円

全 国 計 円 円

※　賃金改善の見込額の全国計は介護職員処遇改善加算の見込額の全国計を上回らなければならない。

5,018,0004,280,000

複数介護サービス事業所等について一括して申請を行う場合は、

この別紙様式２（添付書類３）の他、別紙様式２（添付書類１）及

び別紙様式２（添付書類２）を作成する必要があります。



 


